
令和２年度第１回北九州市国民健康保険運営協議会開催結果 

 

１ 開催について 

  新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、書面により開催。 

資料を委員等に送付し、下記の通り全員の回答が得られた。 

 

２ 議題について 

 （１）令和元年度国民健康保険特別会計決算見込みについて 

 （２）特定健診・特定保健指導について 

 

３ 意見等について 

  委員２３名より、下記のとおり回答があったもの。 

 

  【意見なし】１７名 

  【意見あり】 ６名 

 

頁 委員からのご意見 事務局の回答 

3  1 人当たり保険給付費が医療の

高度化、高齢化などで増加傾向で

あることについて、医療費の出費

を減らす努力はされていますが、

特に医療の高度化により増加す

ることになります。「いたちごっ

こ」のようで、医療費は増加する

一方ではないでしょうか。(何時

迄も減らない) 

 今後も、一人当たり医療費は増加傾向が

続くことが考えられますが、特定健診・特

定保健指導等の健康づくりや、ジェネリッ

ク医薬品促進等により医療費の適正化に

取り組んでまいります。 

4 一人当たり保険料の推移(５年

間表)について、H28(前年よ

り)4,183 円プラス、H29(前年よ

り)1,480 円プラス、H30(前年よ

り)2,403 円マイナス、R1(前年よ

り)96 円プラス。５年間で 3,356

円プラスになっている。激変緩和

はこれからも(令和３年度以降

も)必要だと思う。 

 市町村国保においては、被保険者の年齢

が高いことなどから一人当たりの医療費

が高く、所得水準は低いという構造的な問

題があり、さらに医療の高度化等で、保険

給付費が年々増加しています。 

 こうしたことから、今後も被保険者の負

担を抑制できるよう、国や県に対して、更

なる国庫負担の引上げ等を要望するとと

もに、納付金や保険給付費の増加を抑制す

るために、医療費適正化等に取り組んでま

いります。 



頁 委員からのご意見 事務局の回答 

6 実質収支は 4,037 百万円の黒

字、H30 年度繰越金から R1 年度実

質収支を差し引いた単年度実質

収支は530百万円の赤字という説

明がよく分かりません。 

(H30 年度) 

歳 入 107,105 百 万 円 － 歳 出

102,608 百万円＝4,567 百万円 

単年度収支は、令和元年度における収

入・支出の収支を表しており、530 百万円

の赤字となっています。これに、平成３０

年度からの繰越金 4,567 百万円を加えた

ものが令和元年度の実質収支で、4,037 百

万円の黒字となっています。 

8 やはり収納の滞納は許さない

でください。 

 保険料の収納確保は、公平性の観点や国

保の財政運営を行う上で、大変重要と考え

ており、資料に挙げておりますとおり、今

後とも収納率向上に向けた取組を続けて

まいります。 

 

9  特定健診受診率について、新型

コロナウイルス感染症の影響に

より前年実績を下回っていると

のことですが、健診・保健指導に

ついては、加入者の健康増進及び

医療費適正化の観点からも重要

であることから、国の第三期特定

健診等の実施計画も踏まえなが

ら、引き続き推進をお願いした

い。また、特定保健指導について

は、新型コロナウイルス感染症の

影響により初回面談の実施環境

を整えることが困難な場合も想

定されるため、ICT を活用した遠

隔面談の推進も必要ではないか

と思われます。 

令和２年度は北九州市国民健康保険第

二期保健事業実施計画（データヘルス計

画、第三期特定健康診査等実施計画を含

む）の中間評価の実施を予定しておりま

す。今後も、北九州市の現状や、国の方針

を確認しながら計画の推進に努めてまい

ります。 

特定健診受診数の減少に対しては、受診

機会を確保するため、中止していた集団検

診を事前申込制にし、受診者の三密を回避

する等の感染症対策を行い、９月から再開

しました。また、健診や医療機関の受診控

えに働きかけるため、複数のメディア・媒

体を効果的に組み合わせ、広く周知・啓発

を行う「受診促進キャンペーン」を開始し

ます。 

保健事業でのＩＣＴ等の活用について

は、特定健診対象者の約６割が６５歳以上

の北九州市において、効果的な方法を検討

してまいります。 

 



頁 委員からのご意見 事務局の回答 

9 ジェネリック利用促進効果で

普及率 75.2％とありますが、効果

としての金額は出した方が分か

りやすいと思います。 

ご指摘の内容につきましては、今後の資

料作成の参考にさせていただきます。 

なお、被保険者の皆さまにお送りしてい

る利用案内通知には、ジェネリック医薬品

への切り替えで軽減可能な自己負担の金

額をお示ししております 

 

10 第三者行為求償の手間(労働負

荷)はどの程度か。本来自費診療

で行うべきもの(事務手続き)を

肩代わりして行っているとも考

えられるため。 

第三者行為にかかる求償事務では、被保

険者からの届出の受付、第三者（加害者）

加入の自賠責や任意保険会社への被保険

者の過失割合等を考慮した国民健康保険

立替え支払分の医療費の請求、保険会社の

補償金が残っていない場合の加害者本人

への請求を行っており、専任の会計年度任

用職員３名が従事しています。 

10  医療費通知について、2 ヶ月に

一度受診内容等を郵送し、各家庭

に通知している件につき、郵送費

用がかかり過ぎるのではないか

と考えている。医療費適正化の取

組としては、回数を減らしても良

いのではないかとも考えている。 

医療費通知により、自己負担額だけでな

く医療費全体の費用を認識いただくこと

は、医療費の適正化において重要なことだ

と考えています。 

さらに、身に覚えのない受診歴が無いか

もチェックしていただくことで、不正受給

の防止の役割も担っています。そのため、

２ヶ月に一度、世帯単位での受診内容を通

知しています。 

また、医療費通知の送付は保険者努力支

援制度の評価項目にも入っており、その経

費については、県からの交付金の対象にも

なっています。 

9-

10 

 各施策の実施結果について、対

前年比又は3か年程度の経年の実

績を掲載していただけると評価

しやすいと思われます。 

ご指摘の内容につきましては、今後の資

料作成の参考にさせていただきます。 

 



令和２年度 第１回

北九州市国民健康保険運営協議会

【本編】

令和２年８月（書面開催）
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被保険者数・世帯数の推移

ポイント
後期高齢者医療制度（７５歳以上）への移行により、被保険者は減少

１

▲3.5%

▲3.2%
▲4.5%

▲5.7%

▲2.4%
▲1.3%▲2.1%

▲2.6%

▲3.9%

▲6.1%



一人当たり医療費の推移

ポイント
一人当たり医療費は依然上昇傾向が続いている

２

＋0.7%
+1.0%

+2.1%
▲4.0% ▲0.5%

+1.4%
+2.3%

+4.1% ▲1.1%
+1.9%



一人当たり保険給付費の推移

ポイント
保険者（市）としての負担である保険給付費の一人当たりの費用額は、
医療の高度化や高齢化の進展等により、増加傾向 ３

+2.7%

+5.1%
▲0.6%

＋2.0%
＋2.0%



一人当たり保険料の推移

ポイント
令和元年度は、福岡県による激変緩和措置により一人当たりの保険料は
同程度の水準（前年度比96円増）を維持

４

▲2.3% ▲0.1%+0.2%
+6.4% +0.6%

▲4.3%▲10.5%

▲0.1%▲5.9% ＋1.4% +1.0%



令和元年度 国民健康保険特別会計決算（案）（１）

歳入 （単位：百万円）

項目 令和元年度 平成３０年度 増減 主な増減理由

保険料 １５，４１５ １６，０４０ ▲６２５ 被保険者数の減のため

国庫支出金 １７ １ １６ システム整備費補助金など

県支出金 ７２，９２７ ７４，１０９ ▲１，１８２ 普通交付金の減など

療養給付費交付金 ０ １７９ ▲１７９ 交付先が県となったため

一般会計繰入金 １０，４３２ １０，７３４ ▲３０２ 被保険者数の減のため

その他 ４，７６８ ６，１１２ ▲１，３４４ 繰越金の減のため

合計 １０３，５５９ １０７，１７５ ▲３，６１６ ―

ポイント
被保険者数の減少などにより、総額は約３６億円の減少

５



令和元年度 国民健康保険特別会計決算（案）（２）

歳出 （単位：百万円）

項目 令和元年度 平成３０年度 増減 主な増減理由

保険給付費 ７１，６８２ ７２，２９１ ▲６０９ 被保険者数の減のため

国保事業費納付金 ２５，１１９ ２６，３８８ ▲１，２６９ 被保険者数の減のため

保健事業費 ７２８ ７７４ ▲４６ 健診受診者数の減のため

その他 １，９９３ ３，１５５ ▲１，１６２ 国庫返還金の減のため

合計 ９９，５２２ １０２，６０８ ▲３，０８６ ―

ポイント
被保険者数の減少などにより、総額は約３１億円の減少

６

【収支状況】
実 質 収 支 ４，０３７百万円（歳入総額１０３，５５９百万円 － 歳出総額９９，５２２百万円）

単年度収支 ▲５３０百万円（Ｒ１実質収支４，０３７百万円 － Ｈ３０実質収支４，５６７百万円）



政令市の状況（高齢化率・病院数）

都 市 名 高齢化率（％）
１０万人当たりの

病院数
１０万人当たりの

病床数

北 九 州 29.8 ① 9.6 ③ 2,015.3 ②

静 岡 29.4 ② 4.2 ⑰ 1,093.8 ⑭

新 潟 28.3 ③ 5.5 ⑩ 1,361.2 ⑧

札 幌 26.1 ⑧ 10.3 ② 1,868.1 ③

熊 本 25.1 ⑫ 12.8 ① 2,092.0 ①

横 浜 24.0 ⑯ 3.6 ⑱ 742.6 ⑱

さいたま 22.7 ⑱ 3.0 ⑲ 615.6 ⑳

福 岡 21.1 ⑲ 7.2 ⑤ 1,372.3 ⑦

川 崎 19.7 ⑳ 2.6 ⑳ 713.4 ⑲

※ ○の中の数字は、数字が大きいほうからの順番を示す

ポイント
本市は他の政令市と比較して高齢化率が最も高く、人口当たりの病院数・病床
数が多い

７

高齢化率：平成３０年 １月現在 病院数・病床数：平成３０年１０月現在



保険料収納率の推移

【保険料収納に対する取組内容】
・文書催告、税金料金お知らせセンターからの電話催告
・口座振替の推進
・差押えなどの滞納処分
・資格の適正管理（社会保険資格取得調査、居所不明調査など）
・納付環境の整備（ペイジー口座振替【Ｈ２７】、コンビニ収納【Ｈ２８】）
・外国人滞納者への対応
（４ヶ国語による未納額のお知らせ、チラシの作成）

８



医療費適正化の取組み（１）

• 特定健診、特定保健指導の実施
４０歳以上の被保険者を対象にメタボリックシンドロームに着目した健診と

その結果により、生活習慣病予防を目指した保健指導を行う。
令和元年度実績 ： 特定健診受診率３２．７％（暫定値）

• 後発医薬品（ジェネリック）利用促進
ジェネリック医薬品に切り替えた場合に効果が高いと見込まれる者に利用案内

を送付するとともに「国保のてびき」に利用希望カードを掲載し、利用を促進する。

令和元年度実績 ： ジェネリック普及率７５．２％

• 診療報酬明細書（レセプト）点検
診療報酬明細書について、過剰な診療や薬剤投与などの請求内容を区役所や

嘱託員（１０名）でチェックする。
令和元年度実績 ： 点検件数２３，４９４件 点検効果３９０，７４４千円

９



医療費適正化の取組み（２）

• 第三者行為求償
交通事故等の第三者行為に起因する保険給付に対し、区役所や嘱託員（３名）

により、第三者に損害賠償を求める。
令和元年度実績 ： 求償件数３，８１９件 求償効果１３８，２５６千円

• 重複多受診世帯等への訪問指導
医療機関での重複受診者及び特定健診指導対象外の者（治療中）に対し、

保健師（嘱託員４名）が訪問し、本人及び家族に助言・指導を行う。
令和元年度実績 ： 訪問１，３７８件 指導６４５件

• はり、きゅう施術補助
被保険者の健康の保持・増進のため、１回当たり１，５００円（はり又はきゅう）、

１，６５０円（はり及びきゅう）を助成。
令和元年度実績 ： 助成件数６３，８０５件 助成金額１０３，３１０千円

• 医療費通知
健康や医療費適正化への関心を高めるため、２ヶ月に１回、受診内容を通知。

令和元年度実績 ： 延べ６８１，１９６件
１０



最新の国の動向（１）

１１



最新の国の動向（２）

１２



最新の国の動向（３）

１３



【付属資料】 
 
1 頁 被保険者数・世帯数の推移 
 〇令和元年度の被保険者数は 20 万 611 人で前年度に比べ 7,182 人減少している。 
 〇令和元年度の加入世帯数は 13 万 3,732 世帯で 3,250 世帯が減少している。 
 〇75 歳に到達することなどにより、毎年約 1 万人程度（令和元年度は 9,249 人）が後期

高齢者医療制度に移行することから、被保険者数、世帯数ともに減少傾向にある。 
 
2 頁 一人当たり医療費の推移 
 〇平成 27 年度は C 型肝炎の新薬の発売等により、一人当たり医療費が増加している。 
 〇平成 28 年度は薬価改定の影響により減少している。 
 〇平成 29 年度以降は、医療の高度化等により増加傾向が続いている。 
 
3 頁 一人当たり保険給付費の推移 
 〇保険給付費は、国⺠健康保険加入者の病気や怪我の際の診療の提供等に要する費⽤。 
 〇平成 29 年度以降は医療の高度化等により増加傾向が続いている。 
 
4 頁 一人当たり保険料の推移 
 〇保険料の算定の基礎となる保険給付費（3 頁参照）は増加しているものの、福岡県が納

付金の算定において激変緩和措置を行ったことなどから、前年度に比べ、 
  ・医療分が 69 円の減少 
  ・介護分が 181 円の増加 
  ・後期高齢者支援金分が 16 円の減少 
  となり、全体として 96 円の増加に抑えている。 
 
5 頁 令和元年度 国⺠健康保険特別会計決算（案）（１） 
 （歳入） 
 〇保険料：被保険者数の減少等により前年度に比べ約 6 億 2,500 万円減少。 
 〇国庫支出金：システム改修に要する経費への国の補助金等により前年度に比べ約 1,600

万円増加 
 〇県支出金：保険給付に要する費⽤として県から交付される普通交付金の減少等により前

年度に比べ約 11 億 8,200 万円減少。 
 〇療養給付費交付金：退職者医療制度における被⽤者保険からの交付金である療養給付費

交付金は、交付先が市から県に変更されたため前年度に比べ約 1 億 7,900 万円の皆減。 



 〇一般会計繰入金：被保険者数の減少等により前年度に比べ約 3 億 200 万円の減少。 
 〇その他：繰越金の減少等により約 13 億 4,400 万円の減少。 
 
6 頁 令和元年度 国⺠健康保険特別会計決算（案）（２） 
 （歳出） 
 〇保険給付費：被保険者数の減少等により前年度に比べ約 6 億 900 万円の減少。 
 〇国保事業費納付金：被保険者数の減少等により前年度に比べ約 12 億 6,900 万円の減少。 
 〇保健事業費：被保険者数の減少による特定健診受診者数の減少等により前年度に比べ約 

4,600 万円の減少。 
 〇その他：国庫返還金の減少等により前年度に比べ約 11 億 6,200 万円の減少。 
 〇この結果 

・歳入総額（5 頁参照）から歳出総額を差し引いた実質収支は約 40 億 3,700 万円の⿊ 
字。 

  ・平成 30 年度繰越金から令和元年度実施収支を差し引いた単年度実質収支は約 5 億 
3,000 万円の赤字。 

 
7 頁 政令市の状況 
 〇平成 30 年１月現在の本市の高齢化率は 29.8％で政令市の中で最も高い。 
 〇平成 30 年 10 月現在の本市の病院数は 9.6 と政令市の中で 3 番目に多く、10 万人当た

りの病床数は 2,015 病床と政令市では 2 番目に多い。 
 
8 頁 保険料収納率の推移 
 〇令和元年度の収納率は現年賦課分が 92.97％、滞納繰越分が 17.62%となっている。 
 〇本市では保険料の収納率向上に向け、 
   ・文書催告や税金料金お知らせセンターからの電話催告 
   ・口座振替の推進 
   ・差押えなどの滞納処分 
   ・資格の適正管理（社会保険資格取得調査、居所不明調査など） 
   ・納付環境の整備（ペイジー口座振替、コンビニ収納） 
   ・外国人滞納者への対応（４ヶ国語による未納額のお知らせ、チラシの作成・配布） 
   などに取り組んでいる。 
 
9 頁 医療費適正化の取組（１） 
 〇特定健診の令和元年度の受診率は暫定値で 32.7%となり前年度の 35.0％より 2.3 ポイ 



ント低下している。 
 〇後発医薬品（ジェネリック医薬品）の普及率（ジェネリック医薬品が存在する医薬品に

占める数量ベースの割合）は 75.2％で、前年度（71.9％）と比べ 3.3 ポイント上昇して
いる。 

 〇診療報酬明細書（レセプト）点検について、令和元年度は 23,494 件の点検により約 3
億 9,000 万円の効果があった。 

 
10 頁 医療費適正化の取組（２） 
 〇第三者行為求償 

交通事故など第三者の行為による被保険者の負傷に対し保険給付を行った場合、給付の 
範囲内において加害者に対し求償を実施。 

・令和元年度実績：求償件数 3,819 件  求償効果：138,256 千円 
〇重複多受診世帯等への訪問指導 

同一の疾病で複数の医療機関を受診している重複受診者や頻繁に受診を繰り返してい 
る頻回受診者に対し、保健師が訪問し、適正受診や疾病予防に関する助言、指導を実施。 
 ・令和元年度実績：訪問件数 1,378 件 指導件数 645 件 

 〇はり、きゅう施術補助 
被保険者の健康保持・増進のため、はり・きゅうの施術を受けた場合に施術料の半額を 
助成。 
 ・令和元年度実績：助成件数 63,805 件 助成金額 103,310 千円 

 〇医療費通知 
  ２ヶ月に一度、受診内容やかかった費⽤を郵送で通知。 
 
11 頁 最新の国の動向（１） 

〇図は、令和 2 年 7 月に都道府県ブロック会議資料として厚生労働省が作成したもの。 
〇図の左側 

・財政調整機能の強化として８００億円程度 
  ・保険者努力支援制度として８００億円程度 

を予定する枠組みは昨年度と同じ 
〇図の右側上段の普通調整交付金を 50 億円増強し、その分、制度施行時の激変緩和とし

て設定された暫定措置（都道府県分）を減額。 
〇その他の枠組みについて、昨年度から変更はない。 

 
12 頁 最新の国の動向（２）−14 頁 最新の国の動向（３） 



 〇図は、令和 2 年 7 月に都道府県ブロック会議資料として厚生労働省が作成したもの。 
〇国のインセンティブ制度である保険者努力支援制度の指標設定について。 

・従前どおり、特定健診受診率や特定保健指導実施率を設定し、疾病予防の取組を促す。 
・単体の指標としては重症化予防に最大のインセンティブを設定。 
・その他、後発医薬品の促進の取組や収納率向上の指標が設定されている。 

〇本市としても、保険者努力支援制度による交付金を可能な限り活⽤すべく、積極的に事 
業展開を図っていきたいと考えている。 

 



特定健診・特定保健指導について（令和元年度報告） 

  

特定健診は糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防することを目的として、メタボリックシ

ンドロームに着目し、特定保健指導を必要とする対象者を的確に抽出するために行うものです。対

象者になった人には生活習慣病を改善するため保健指導を実施します。高齢者の医療の確保に関す

る法律に基づき、平成 20 年度から開始されました。 

 

１ 特定健診の実施体制 

  （１）対象者  北九州市国民健康保険加入の 40 歳～74 歳 

（２）実施方法 

個別方式：北九州市医師会加入の協力医療機関（約 500 機関） 

集団方式：区役所や市民センター等 

（259 回、新型コロナウイルス感染症の流行により 22 回中止） 

（３）実施時期 

通年（5月中旬までに対象者約 15 万 2 千人に受診券送付） 

 

２ 特定保健指導の実施について 

個別方式：特定健診を受診した個別医療機関で実施 

集団方式：特定健診を受診した集団健診実施機関で実施 

 

３ 目標値（国基本指針に基づき、市国保特定健康診査等実施計画で設定）及び実績 

  新型コロナウイルス感染症の流行により、例年受診数の多い 2～3 月の受診数が減少

し、さらに感染拡大防止の観点から 3 月の集団検診を中止したため、受診数が伸びませ

んでした。 

項目 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30 年度 令和元年度 

健診 

受診率 

目標値 45.0％ 50.0％ 60.0％ ＊40.0％ ＊44.0％ 

実績 35.6％ 35.8％ 36.1％ 36.6％ 暫定値 32.7％ 

政令市順位 4 位 4 位 5 位  5 位 集計中 

特定保健指導 

実施率 

目標値 45.0％ 50.0％ 60.0％ 35.0％ 40.0％ 

実績 28.7％ 30.0％ 27.9％ 31.9％ 集計中 

＊平成 30年からの目標値は第三期特定健康診査等実施計画による。 

 

４ 受診率向上に向けての取組 

（１）広報活動（市政だより、ホームページ、健康づくりアプリの活用） 

（２）地域ボランティアによる働きかけ（健康づくり推進員・食生活改善推進員） 

（３）健康づくり事業との連携（地域で GO!GO!健康づくり事業や健康マイレージ事業、 

各種イベント等） 

（４）未受診者対策（電話、ハガキによる受診勧奨、専門職の訪問による受診勧奨、医療機 

報 告 



関への受診促進依頼等。新型コロナウイルス感染症の流行により一部事業を縮小して 

実施。） 

 

５ 市国保として独自に実施している健診後の事後フォロー 

（１）特定保健指導対象外で生活習慣病予防及び重症化予防が必要な者への保健指導

を実施し、生活習慣の改善を支援。 

（２）腎機能低下から人工透析への移行など、生活習慣病の重症化を予防するために、 

健診結果をもとにした、かかりつけ医と腎臓専門医をつなぐ慢性腎臓病予防連携

システムの運用。 

(３) 糖尿病性腎症重症化予防を目的として、「糖尿病連携手帳」を活用した多職種連

携や、治療中断者等への専門職による保健指導（訪問）を実施。 

 

６ 令和 2 年度の集団検診について 

  新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、令和 2年度も 8月までは集団検診の 

実施を中止しています。 

令和 2年 9月実施分からは、会場の 3密を避けるため、事前申込制で再開を予定して 

います。事前申込の手続きは、ハガキかネット窓口（電子申請）です（手続きの詳細は別

紙資料参照）。安全に健診を実施するため、皆様のご協力をお願いいたします。 

 なお、個別医療機関での特定健診は実施しております。医療機関に事前に電話で確認 

のうえ、ご受診ください。 



切り取ってはがきにはってお使いください 【申込見本】 

新型コロナウイルス感染症予防対策のため 

 

令和 2 年度集団検診は 

事前申込制となります。 

～３密を避けるためご協力をお願いします～ 

  

お申し込み方法：ネット窓口（電子申請）またはハガキ 

 

申し込み期間 ：検診実施日の前月１日から１５日まで 

        （ハガキは１５日の消印まで有効） 
    （例）  ９月検診ご希望の場合  申込期間８月１日から８月１５日 

10 月検診ご希望の場合   申込期間９月１日から９月１５日 

 

ネット窓口（電子申請）： 

 
＊電子申請はこちら⇒ 

 

ハガキで申込： 

ハガキ１枚につき１名分 

お申し込みができます 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年 

9 月実施分 

から 

８０３－８５０１ 

  

北九州市小倉北区城内１番１号 

保健福祉局 健康推進課  

 

 

 集団検診の申込  

切り取ってはがきにはってお使いください 【宛先】 

北九州市 ネット窓口 🔎 検索 
◎希望するものに〇を

つけてください 

特定健診 ・ 若者健診  

基本健診 

大腸がん検診 

結核肺がん検診 

前立腺がん検診 

骨粗しょう症検診 

肝炎ウイルス検査 

第１希望 

検診日：    月    日   

会 場：               

第 2 希望 

検診日：    月    日  

会 場：               

第 3 希望   

検診日：     月   日  

会 場：              

◎希望するものに〇を

つけてください 

 

胃がん検診 

乳がん検診 

胃がん 

検診日：    月    日 

会 場：             

乳がん 

検診日：    月    日  

会 場：               

◎住所：〒           

      区                           

◎氏名：                               

◎生年月日：             ◎年齢：       歳 

◎日中の連絡先：                         

 
※会場ごとに定員があります。申込結果は月末までに郵送します。 

【お問い合わせ】 北九州市役所保健福祉局健康推進課 ℡：093-582-2018 


